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Abstract : Previous research has suggested that entrepreneurs ’  perceptions of opportunities and their need for
achievement have an impact on their entrepreneurial actions and outcomes. However, the process through which
entrepreneurs develop their goals for starting, growing, and listing their startups remains an important research question
that has not been fully explored. This study aims to address this gap by conducting a case study of Nulab Inc., a
company founded in Fukuoka City in March 2004 and listed on the TSE Growth Market in June 2022. The findings
reveal a consistent pattern of goal formation through collaborative efforts with spontaneous partners across the three
phases. Lastly, we discuss the theoretical and practical implications of these findings.
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要約：先行研究では，起業家の機会認識や目的達成の動機が，起業の行動や成果に影響を与えることが指摘されてきた。一方
で，起業家がスタートアップの起業，成長，株式上場（IPO）といった目的を，どのようなプロセスを経て形成するのかは，十
分に議論されてこなかった重要な研究課題である。本研究では，2004年 3月に福岡市で創業し，2022年 6月に東証グロース市
場への上場を果たした，株式会社ヌーラボの事例研究を通じて，この課題に答えることを目的としている。分析の結果，ヌーラ
ボの起業，成長，上場という新たな目的が見出された 3つのフェーズにおいて，自発的パートナーとのコラボレーションの結果
として新たな目的が形成される一貫したパターンが確認された。最後に，理論的示唆と実践的示唆を議論する。

キーワード：起業家，IT，スタートアップ，目的，コラボレーション，パートナーシップ
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I．問題意識と先行研究

本研究は，「スタートアップは，どのようなプロセスを
経て，当初は明確でなかった新たな事業機会の認識や目
的を形成するのか」という問題について，ヌーラボの事
例研究を通じて検討する。

先行研究では，起業に先立つ明確な機会の認識や，起
業家の目的に関連する達成動機が，起業行動や起業家の
成果に影響を与える重要な要因であるとみなされてきた。
例えば，起業家の動機に関する調査では，自分自身や家
族を支えるために十分なお金を稼ぐことを主要な目的と
する「生計確立型起業家」（necessity entrepreneurs）と，
何らかの利益を得られる機会の活用を通じて成功を収め
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ることを動機とする「事業機会型起業家」（opportunity

entrepreneurs）を区別し（Reynolds, Bygrave, Autio, Cox

& Hay, 2002），前者がスタートアップの成長に対して好
ましい影響を与えることが指摘されている。また，起業
家の達成欲求（need for achievement: nAch）（McClelland,

1965）のような動機が，起業家的行動を説明する個人要
因として指摘されてきた（Johnson, 1990; Stewart & Roth,

2007）。ただし，こうした個人の特性は成果に直接影響
するわけではなく，高い目標の設定を媒介することでは
じめて，ベンチャーの成長に影響することも実証されて
いる（Baum & Locke, 2004）。
こうした議論からは，いったん事業機会が見出され目
的が明確になれば，それに対して起業家が高い達成欲求
を持ち，高いパフォーマンスが導かれる，というプロセ
スが想定される。起業家的機会や目的は起業家的行動の
先行要因と考えられている。しかし，当初は収入が主な
目的の生計確立型起業であっても，その過程で新たな事
業機会を見出す可能性もある。また機会は，かならずし
も発見されるわけではなく，むしろ創造されるものであ
るとする議論（Alvarez & Barney, 2007）や，起業家が明
確な機会や目的に基づいて行動を開始するのではなく，
むしろ手持ちの手段から行動を開始し，新たな機会や目
的を形成するという指摘（Sarasvathy, 2001）を踏まえる
と，そもそも，どのような起業家の行動が，新しい機会
の認識と達成すべき目的の形成を可能にしたのかを明ら
かにすることは，重要な研究課題であると考える。
近年のアントレプレナーシップ研究では，エキスパー
ト起業家から発見された意思決定論理である「エフェク
チュエーション（effectuation）」が注目されている。従
来，起業家は，目的に対して最適な手段を追求する合理
的意思決定を行うと捉えられてきた。こうした「コーゼー
ション（causation，因果論）」のアプローチとは対照的
に，エキスパート起業家は，最初から明確な機会や目的
が見えていなくとも，利用可能な手段を活用して，実行
可能な意味のある行動を着想し，それを無理のないリス
クの範囲で一歩一歩実行し，行動を起こしたからこそ得
られる他者のコミットメントや偶発性を取り込んで，「何
ができるか」をアップデートしていくサイクルで進んで
いく（Sarasvathy, 2008）。こうしたエフェクチュエーショ

ンに関する研究では，スタートアップの成長プロセスに
おける意思決定のダイナミックな変化を分析する事例研
究の蓄積もなされているが，ただしその焦点はエフェク
チュエーションとコーゼーションの切り替えがどのよう
な要因によって起こるのか（e.g., Reymen et al., 2015）
や，2つの論理のどのような組み合わせが業績に好まし
い影響を与えるのか（e.g., Mauer, Nieschke, & Sarasvathy,

2021）などに当てられており，起業家にとっての新たな
目的の形成プロセス自体を特定するものではない。一つ
の事例の中で目的の形成プロセスが観察されても，それ
が異なる事例でも観察可能なパターンになりうるかも，
明らかではなかった。

II．事例研究の対象とデータ

上記の研究課題に取り組むための方法として，本研究
ではスタートアップの創業から株式上場（IPO）に至る
までのプロセスを対象にした事例研究を行う。Yin（2018）
では，事例研究は，「どのように（how）」また「なぜ
（why）」という問題が投げかけられた場合に望ましい戦
略であると指摘されている（p. 9）。成長を遂げたスター
トアップが，どのように新たな事業機会や目的を形成し
たのか，なぜ事前には意図されなかった成果に至ったの
か，を明らかにしようとする本研究課題にとって，事例
研究は適合的な研究方法と言える。
対象事例の選定では，理論的視点にもとづき，2004年

3月に福岡市で創業し，2022年 6月に東証グロース市場
への上場を果たした株式会社ヌーラボ（以降，ヌーラボ）
を分析対象とした。ヌーラボは，「チームで働くすべての
人に」をコンセプトに，プロジェクト管理ツール「Backlog

（バックログ）」，ビジュアルコラボレーションツール
「Cacoo（カクー）」，ビジネスチャットツール「Typetalk

（タイプトーク）」など，チームのコラボレーションを促
進する複数の自社プロダクトの開発・提供を行う企業で
ある。同社がオンライン上で提供するコラボレーション
ツールは現在 1万件以上のチームに導入され，2023年 3

月期の連結売上高は前期比 19％増の 27億円となった。
福岡に本社を置きながら，国内は東京と京都，海外はシ
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ンガポール，ニューヨーク，アムステルダムにもオフィ
スを展開し，多様な国籍で構成される社員の数は 130名
を超える。このように近年，急成長を遂げているヌーラ
ボではあるが，創業者の橋本正徳氏は起業した当時，「2

人目の子供が産まれたこともあり『とにかく収入を上げ
なければ』と必死だった」（Hashimoto, 2021, p. 3）と語
るように，ヌーラボの創業は「生計確立型起業」に近い
もので，当初から明確な事業機会や IPOを含む目的を見
据えていたわけではなかったことから，新たな事業機会
と目的の形成を分析する対象としてふさわしいと考えた。
また，ヌーラボの創業の地である福岡市は，近年スター
トアップ都市としても注目されている。福岡市長・高島
宗一郎氏が 2012年秋に「スタートアップ都市ふくおか」
を宣言して以降，起業家コミュニティの醸成に注力し，
創業を支援する Fukuoka Growth Next（FGN）やスター
トアップカフェの開設，スタートアップ減税が導入され，
ベンチャーキャピタル（VC）やシェアオフィスなど支援
産業も新たに生み出されるなど，まさにスタートアップ
エコシステムが形成されている。ただし，ヌーラボが創
業・成長した時期には，こうした環境の支援が福岡市に
十分あったわけではなく，むしろ橋本氏らによる働きか
けの結果，実現したのが，先述の高島氏によるスタート
アップ都市宣言であった。つまり，起業プロセスとスター
トアップエコシステムの形成が並行的に進んだ事例とし
ても，ヌーラボの事例は注目される。
ヌーラボがどのようなプロセスで創業・成長し，橋本
氏がどのような意思決定をしてきたかは，創業者の橋本
氏に対する複数回のインタビュー調査データに加えて，
日本経済新聞の記事やWEBメディアの記事，ヌーラボ
のホームページ・ブログ・プレスリリース，橋本氏の著
書，福岡のスタートアップエコシステムを構成する別の
当事者へのインタビューデータなども参照できるため，
複数データのトライアンギュレーション（Yin, 2018,

pp. 126–128）による分析の妥当性確保ができると考え
た。また，インタビューに参加した複数の調査者の解釈
を付き合わせることで，バイアスを最小化する工夫をし
た。事例分析の執筆後に，ヌーラボにも原稿を読んでも
らい，事実誤認がないことを確認した。
以下では，橋本氏がヌーラボを創業するまでの時期か

ら IPOに至るまでを 3つの時期に区分して分析する。そ
れぞれのフェーズは，ヌーラボの起業，成長，上場にか
かわる新たな目的が見いだされた時期であり，フェーズ
毎に異なるパートナーとの協働を通じて，新たな機会や
目的の認識が形成されるプロセスを確認することができ
る。また，各フェーズを個別のケースと捉えてケース間
分析を行った結果，類似のパターンが観察されるのであ
れば，「追試」の論理（Yin, 2018, p. 55）にしたがって，
発見されたパターンの再現可能性を確認できると期待さ
れる。

III．事例分析 1)

1．コミュニティ活動を通じた仲間との創業
ヌーラボの創業者である橋本正徳氏は，1976年に福岡

市で生まれた。小学生時代に，任天堂の「ファミリーコ
ンピュータ」のゲームや音楽を自作できる周辺機器
「ファミリーベーシック」で初めてプログラミングと出会
い，高校時代には日本電気のパソコン「PC-9801」での
プログラミングやエレクトロミュージックの作曲活動に
のめり込んだ。社会人になりインターネットが普及する
と，活動は HTMLを駆使したウェブサイトの制作や，テ
クノミュージックを集めたディレクトリ型のサーチエン
ジンの開発へと発展し，そこで知り合った音楽仲間との
ライブ演奏やインディーズ・レーベル「ドンタク」の立
ち上げも行った。ドンタクでは，年齢も居住地も様々な
20名程の仲間が，毎月 1曲ずつ持ち寄り 1枚のアルバム
を作成したが，ジャケット制作，営業，CD-Rへの書き
込み等，各自が得意なことやできることを，誰に言われ
るでもなく自ら率先して行った。橋本氏にとって，こう
した共同作業を賑やかに楽しむ時間がとても心地よかっ
たといい，その後も複数のコミュニティ活動に関与して
いく。
高校時代に仲間と展開したもう一つの活動が，演劇だっ
た。高校卒業後はより個性的で多様な面白い仲間を求め
て上京し，演劇の専門学校に入学した。演劇を通じて学
んだことの一つは，「一人では到底思いつかないような想
定外のアウトプットこそ，コラボレーションの妙だ」と
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いうことだった。例えば，所属劇団では，即興演劇をひ
たすら繰り返すことで生まれるアイデアの点と点を結ん
で脚本のストーリーを作り上げる手法を用いており，役
者一人ひとりの個性がコラボレーションすることで，一
人の脚本家からは生まれない，想定外の舞台を作ること
ができた。
ただ「人生そのものが演劇であり，舞台に立たなくて
も共に過ごす仲間は劇団である」ことに気づき，また成
人後は家族を持ち真面目に働くべきという考えから，東
京で出会った婚約者と共に 1998年に福岡に戻り，家業
の建築業で定職に就いた。3年働いた後，独立起業する
道を模索し始め，DTPの請負いや八百屋の商売に着手す
るがすぐに辞めてしまった。
そこで，一般的な組織の経営を一度体験したいと，

2001年に人材派遣会社のプログラマに転身した。3年後
の独立を目指して働きながら，エンジニア仲間などと一
緒に，Java言語の勉強会等も行うプログラム言語のコミュ
ニティ「Mobster（モブスター）」を立ち上げた。Mobster

では，海外発のオープンソースソフトウェア（OSS: Open

Source Software）の情報をいち早くキャッチして日本で
広める勉強会を行ったり，ソフトウェアの開発手法等を
学んだりしたが，自分たちで開発したソフトウェアも
OSSとして公開し始めた。
こうした活動の背景には，橋本氏自身の特性もあった。

幼い頃から長い間じっとしていることが苦手で，入試や
様々なテストでも途中退出してしまうことがあった。人
材派遣会社の入社後も，研修時に騒いでいるとクレーム
を受けたりする一方で，興味のあることや好きなことに
は何時間でも時間を忘れてのめり込むことができた。「プ
ログラミングには興味があるが仕事はつまらない」，「もっ
と楽しくしていきたい」との思いから，次第に，OSSの
コミュニティ活動に傾倒していった。
そうした中で，プログラミングに関するWebサイトで
の連載 2)や専門誌への寄稿，書籍出版 3)なども行うよう
になる。仕事でも，クライアントから指名で仕事を任さ
れるなど，プログラマとして着実に評価されるようになっ
ていった。仕事の内容に比して給与は上がらず，当時
400万円ほどの年収で妻と子供を養う生活は苦しかった
のだが，Mobsterのコミュニティは次第に盛り上がりを

増し，福岡での勉強会に東京から飛行機で駆けつける人
もいた。当時の自然な盛り上がりについて，橋本氏は次
のように述べている。

「特にビジョンや目標を掲げることなく，まずはプロ
グラミングや音楽や演劇など，共通の趣味や好きな
ことを持つ仲間が集まって，その楽しい仲間と楽し
いと感じることを試していて，気づくと面白いコン
テンツがどんどん創造され，その活動を通してさら
に仲間が増える。そのような現象の渦の中に身を置
くことをとても面白く感じていました。」（Hashimoto,

2021, p. 126）。

何かは分からないが大きなことを成し遂げられそうな
期待が高まっていた。そんな中，橋本氏はちょうど入社
から 3年の 2004年 3月に 28歳で人材派遣会社を退社
し，福岡市で株式会社ヌーラボを設立した。共同創業者
の縣俊貴氏と田端辰輔氏は，いずれも OSSコミュニティ
の仲間であり，「コミュニティ活動と何ら変わらずやって
いこう，もっともっと楽しくやっていこう」「その結果と
して，お金も稼げたら最高だ」という気持ちでの“カジュ
アル創業”であった。あらかじめ作りたい製品や大志が
あったわけではなく，フリーランスの延長線上で「自分
の会社で長く，生活していけるだけのお金を稼いでいき
たい」と考えていた。
福岡で起業したことにも，「住んでいたから」という以
上の積極的理由はなかった。実際には，ヌーラボで注力
していた Javaの技術を求めるクライアント企業の多くは
東京に立地し，福岡には非常に少なかった。ただ東京の
単価で受注ができ，生活コストの安い福岡で開発するこ
とは，小規模ながら自社プロダクトの開発への投資を可
能にする余裕を生み出すことに貢献した。

2．自社プロダクト開発とユーザーとの協働
2004年の会社設立後も，コミュニティと同じくビジョ
ンやミッション等を特に定義せず，経営計画も立てなかっ
た。「とにかく楽しく。給与も含め，エンジニアが働きや
すい会社にしたい」という大まかなイメージと，「福岡で
一番になりたい」という思いはあったが，何で一番なの
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かを含め，具体的な目標が設定されていたわけではなかっ
た。起業理由の一つは，家族のために収入を増やすこと
だったため，橋本氏自身も創業から 3年ほどはクライア
ント先に常駐して売上を作り，その後も受託開発がヌー
ラボの主な収入源であった。
一方で，そうした創業期に共同創業者の縣氏により発
案されたのが，現在もヌーラボの中心的プロダクトの一
つ，プロジェクト管理ツール「Backlog」であった。当時
もプロジェクト管理のイシュートラッカー（課題管理シ
ステム）やバグトラッカー（不具合管理システム）等の
業務用ツールは存在し，ヌーラボでも受託開発のプロジェ
クト等で利用していた。しかし，そのインタフェースは
必要最低限の機能しかなく，使っていて楽しくなかった。
そこで Backlogでは，まず，シンプルで遊び心のあるイ
ンタフェースが作られ，当時の業務ツールでほとんど使
われていないグリーンを基本配色とし，もう一人の共同
創業者田端氏の落書きから生まれたキュートなゴリラの
キャラクターをプロダクトのアイコンに採用した。また，
ユーザーのアイコン設定をいち早く取り入れる，携帯電
話等で使用されるカジュアルな絵文字を盛り込む，本名
でなくハンドルネームの設定も可能にするなど，プロダ
クトのあらゆる側面に「仕事が楽しくなる」仕掛けをち
りばめた。
もう一つの大きな特徴は，どこにいてもインターネッ
ト環境さえあれば利用できる ASP （Application Service

Provider）という形式を採用したことだった。2005年当
時の業務用ツールは，ソフトウェアをダウンロードして
社内サーバーにシステムを構築するインストール形式が
大半だったが，そのためにはサーバーの調達，データベー
ス等ミドルウェアのインストール，最後に必要なコラボ
レーションツールのインストールと非常に手間がかかり，
セキュリティ関係の設定も含めて，プロジェクト立ち上
げだけでも大仕事だった。これに対して Backlogでは，
ノート PCとネットワークさえあれば，どこでもプロジェ
クトの管理や確認はもちろん，メンバーとのコミュニケー
ションも可能になる。

2005 年 6 月，「プロジェクトにおける課題やバグ，
TODOなどをWeb上で一元管理し，プロジェクト関係者
間の情報共有とプロジェクトの進捗管理にかかるコスト

を引き下げることを目的」とする，Backlogのベータ版
が正式にオープンし，無料で公開された。無料のベータ
版としてリリースした背景には，熱意ある初期ユーザー
にいち早く使ってもらい，彼らの声を聴くことでサービ
スの完成度を高めたいという期待もあったが，OSSと同
じく「とにかく自分たちが良いと感じたものを，似たよ
うな環境にいるエンジニアに一人でも多く使ってもらい
たい」という思いが強かった。サービス開始後，想定外
のアクセス数にサーバーがダウンする事態も起こったが，
「色味が明るくてテンションが上がる」「コミュニケー
ションが気軽に取れるようになった」など期待通りの反
響があった。
反面，「なぜ仕事用のツールに絵文字が必要なのか」と
いった批判の声も少なくはなく，また，クラウドや SaaS

として現在は一般化している ASP形式も当時まだ珍し
かったため，自社のプロジェクト情報を他社のサーバー
で管理することへの抵抗感も強かった。しかし何よりも，
ブログラマである自分たち自身がまさに望んでいた仕事
の進め方を，Backlogを利用することで体験できている
実感があったため，「仕事を楽しくする」という考えに共
感してくれる人を中心に広まることが期待された。
ヌーラボが受託開発を請負っていた企業や，交流のあっ
た福岡の ITコミュニティの仲間などが，初期ユーザーと
して実際に利用してフィードバックを提供してくれた。
そうしたユーザーのリクエストから，現在も人気がある
絵文字「ごますり」「ぺこ」「てへ」も生まれた。さらに，
Backlog開発時の想定ユーザーはシステム開発のプロジェ
クトマネージャーやエンジニアであったが，実際には
Webデザイナーのように自分達でサーバーを構築しない
人々も活用し，インストール不要で即座にプロジェクト
が開始できるという素晴らしい体験が非常に重宝された。
ユーザー数が数千に上ったため有償サービス化を決め，
2006年 7月には，デザインを大幅にリニューアルし，プ
ロジェクト数やユーザー数を大幅に拡大した Backlogの
有料版（初期費用 3,150円，月額 1,890円～）が正式リ
リースされた。
ただし 2006年時点でも，Backlogは縣氏 1名のみが開
発に携わり，他のメンバーが受託開発によって会社の収
益を支える体制だった。その後も，ユーザーと意見交換
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をする「Backlogユーザーの集い」が 2007年に東京で初
めて開催されるなど，継続的にユーザーのフィードバッ
クを得ながら，ニーズが高い機能が次々と追加され，さ
らにユーザー数を拡大した。2016年 12月には，Backlog

のユーザーインタフェース（UI）の大規模なリニューア
ルが行われたが，その際にも 2か月間のテスト期間に多
くのユーザーが新バージョンのベータ版と旧バージョン
を使い比べて多くの意見をフィードバックし，それが仕
様に反映されるというコラボレーションを通じて，良い
プロダクトが実現した。

Backlogに典型的にみられるように，ヌーラボのプロ
ダクトは，ヌーラボ社内の現場から自発的に生みだされ，
特別なフィードバックを提供するユーザーとのコラボレー
ションを通じて成長するパターンを辿る。例えば，Backlog

の機能の中でも評価の高い，仲間に感謝の気持ちを伝え
る「スター機能」も，開発された 2009年当時の業務系
ツールで一般的ではなかった。この機能は，ヌーラボに
入社したばかりのエンジニアで，後に Typetalkも立ち上
げる吉澤毅氏により実装された。その後，ユーザーから
の「もっと気持ちよく連打したい！」というフィードバッ
クを受け，UIリニューアルの際にさらに使いやすく改良
された。
自社プロダクトの第 2号である，Web上で作図・共同
編集ができるビジュアルコラボレーションツール「Cacoo

（カクー）」開発のきっかけも，Backlog上で仕様のやり
取りをする際に設計図を編集したい，という現場の声だっ
た。当時，Google Docsのようにオンラインで文書を作
成・共有できるツールは一般化していたが，ワイヤーフ
レームや設計図のような図形・ダイアグラム・デザイン
の作成は，ローカルのコンピュータ上のソフトウェアで
行うしか手段がなかった。そのため，アップロードに手
間がかかるだけでなく，編集できるのは作業者のみで気
軽なフィードバックができない，という問題があった。
こうしたストレスを解消するため，ブラウザ上での美し
い図の作成，オンライン文書への図表の簡単な挿入，複
数人での同時編集などをできるようにしたのが，Cacoo

であった。Cacooは構想からわずか 6ヶ月後の 2009年
11月にベータ版がリリースされ，ヌーラボの社内でも，
福岡本社と東京・京都の拠点間でのリモート会議のホワ

イトボード代わりに活用された。
また，「デザインや画像を扱うのに言葉は必要ない」た
め，Cacooは，英語版と日本語版が同時公開されたが，
橋本氏自身は海外に行った経験がなかった。そこでベー
タ版リリースと同時期に，共同創業者 3人で初めてニュー
ヨークを訪れ，大規模なカンファレンス「WordCamp NY

2009」に出展した。それをきっかけに，海外のオンライ
ンメディアが取り上げ，登録ユーザー数が約 8,000名に
急増した。ベータ版の期間には約 6万 2,000名が登録し，
うち 6割を 120カ国以上から構成される海外ユーザーが
占めた。ユーザー数の増加に対応し，サーバーを AWS

（Amazon Web Service）の仮想サーバーに移し，2010年
9月 30日には，ベクター形式の出力や共有フォルダの機
能を追加した有料プランを用意し，Cacooの正式サービ
スをリリースした。海外でのユーザー増加を受けて，
2011年にシンガポールにアジアの統括会社ヌーラボアジ
アを，2014年にはニューヨークに Nulab, Inc.を設立した。
こうして着実にユーザー数を増やしたヌーラボは，

2012年には自社開発プロダクトのみで黒字を達成した。
2013年に創業時からの受託開発事業を終了し，自社開発
プロダクトへの専念を決定する。2014年 2月には，自社
開発プロダクト第 3号となる，ビジネスチャットツール
「Typetalk」もリリースした。Typetalkは，先述の Backlog

スター機能を生み出した吉澤氏が開発した。既存のチャッ
トツールでは全社で暗黙知を共有したい時に不便という
問題意識と，30歳までに自分のサービスを世に出したい
という思いによって，実現されたものだった。

3．スタートアップ都市・福岡とヌーラボの上場
ヌーラボが会社として成長を遂げた時期に，橋本氏は
もう一つ別のコミュニティ活動を始動させた。それは，
「テクノロジーとクリエイティブの祭典」のコンセプトを
掲げるイベント「明星和楽」の立ち上げであった。始ま
りは，2011年 8月にブランコ株式会社の山田泰弘氏，株
式会社サイノウの村上純志氏，62Complex株式会社の市
江竜太氏と共に集まって，何か大きなことをやりたいと
いう衝動に突き動かされ，米国の SXSW（South By South

West）のようなイベントを福岡で構想したことだった。
それは 3か月後の明星和楽に結実し，2011年 11月 11～
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13日の 3日間，昼はスタートアップの起業家によるピッ
チコンテストやテクノロジー，ゲーム，アニメ，そして
アートなどについてのトークショー，夜はクラブイベン
トが 3日間連続で開催され，1,250名を動員した。開催
の目的をあえて明確には掲げず，カオスな状況を作るこ
とで新しい文化が生まれることを期待した企画だった。
それは実際に ITやテクノロジーに興味を持つ数千人の市
民を福岡中心部にあふれさせる「一種の社会運動」とな
り，祭典を機に異業種の交流も活性化し，起業家やクリ
エーターが集うきっかけになった。
橋本氏が実行委員会を主宰し，ガンホー・オンライン・

エンターテイメント株式会社（以下，ガンホー）の創業
者で，当時スタートアップ支援を行う MOVIDA JAPAN

株式会社の代表であった孫泰蔵氏も明星和楽のアイデア
に賛同し，スーパーバイザーを務めた。壇上でプレゼン
テーションやパフォーマンスを披露した 50名以上の人々
の中には，2010年に当時最年少の 36歳で福岡市長に就
任した，高島宗一郎氏の姿もあった。高島氏の参加は，
橋本氏らが複数のルートからアプローチして取り付けた
ものだった。

2012年 9月 8～9日に開催された 2年目の明星和楽の
参加者はさらに 3,500人に増えた。その壇上で，高島氏
は，スタートアップの創業支援などを行う指針を示した
「スタートアップ都市・ふくおか」宣言を発表した。民間
イベントで市が公式な会見を開くことは異例のことだっ
たが，これをきっかけに，福岡にスタートアップが活性
化していく機運が生み出されていった。2014年 5月に
は，福岡市が国家戦略特区「グローバル創業・雇用創出
特区」の認定を受け，同 10月にワンストップ開業窓口
機能などを担う「スタートアップカフェ」を開設した。
2015年 12月からは外国人の創業活動を支援する「スター
トアップビザ」の受付を開始し，2017年 4月には，官民
共働型の創業支援施設「Fukuoka Growth Next（フクオカ
グロースネクスト，FGN）」を開設，さらには福岡市が
国に提案して実現した国税の「スタートアップ法人減税」
に併せ，福岡市独自の市税の軽減措置として，法人市民
税を最大 5年間全額免除する制度を導入した。
こうした起業家がチャレンジしやすい環境づくりの結
果，2014年以降の福岡市の開業率は，政令指定都市のう

ちトップを連続で達成し 4)，特に ITなどクリエイティブ
なスタートアップが盛んな都市として認知されるように
なった。福岡市では，2000年の福岡市創業者育成施設の
開設，2003年の「福岡市創業者応援団」の組織化など，
スタートアップ支援の取り組みがいち早く展開されてき
たが，こうした土壌に，明星和楽 5)をはじめとする，ボ
トムアップのコミュニティによる基礎がつくられ，その
上に，高島市政によるトップダウンの支援政策が加わっ
たことで，福岡の起業ムーブメントが花開いたと言える。
一方で，こうした橋本氏自らが関与して生み出した環
境変化は，ヌーラボへの人々の期待も変化させていった。
それまで同社は出資を一切受けず，VCからの幾度の打
診も断り続けてきた。その理由の一端は，橋本氏自身が，
出資を得て八百屋を起業した経験で「起業したのに雇わ
れている」と反発を感じ，「トップダウンは自主性をつぶ
す」という確信を持っていたためだといい，2015年のイ
ンタビューでも「外部資金を積極的に活用する方法は急
成長を求める場合にはいいと思いますが，私たちはゆっ
くりとやりたいですね。」と発言している。
しかしその後，2017年にヌーラボは，East Venturesを

引受先とする 1億円の資金調達を実施した。当時，3つ
の自社プロダクトはいずれも高く評価され，売上高約 6

億円の 8割強を稼ぐ Backlogも，2016年の UIの大幅リ
ニューアルを経てユーザー数が前年比 40％とさらに成長
が加速していた。一方，Cacooは 200万人以上の海外ユー
ザーを抱えるものの無料版の利用者が多かったことから，
オランダ・アムステルダムに拠点を新設し，海外マーケ
ティングの強化を図ることや，プロダクト間の連携を強
化することなどが理由とされた。
福岡県全体でも，2017年の未上場企業の資金調達額は
前年比約 3倍の 115億円となった。一方で，福岡には
IPOをする会社が少なく，若い起業家を引き付けている
現状はあるものの，ロールモデル（手本）の不足を指摘
する声も出ていた。スタートアップ都市を象徴する FGN

でも，2019年からの第 2期スタートに際し，「（ユニコー
ンの卵となる）企業価値 10億円の企業を 100社輩出す
る」ことが先 5年の目標に掲げられた。福岡市には，開
業率以上の成果が期待されるようになっていた。
こうした中，それまで規模拡大よりも「社員が自由に
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サービスを開発できる環境」を重視してきた橋本氏だっ
たが，その環境を維持するためにも，ユーザー規模を拡
大し，財務面での基盤強化も必要と考え始めた。こうし
たタイミングでの外部資金調達によって覚悟が決まり，
上場も意識し始めた橋本氏は，福岡での起業家ロールモ
デルの不在を指摘する声にも，「自分たちがその役割を担
う」と明言するようになっていく。
この時期には経営体制にも変化があり，2017年 3月
に，元 AWSジャパンでマーケティングを統括していた
小島英揮氏が非業務執行取締役，元株式会社アラタナで
CFOを務めた井上宗寛氏が社外監査役として，経営に参
画した。他方で，2019年 3月には，共同創業者の一人
で，プロダクトマネージャーを務めてきた縣氏がヌーラ
ボを離脱した。

2020年，新型コロナウイルスの感染者が全国で拡大
し，企業でテレワークが推進されると，在宅勤務中にも
仕事のアイデアや進捗状況をメンバーで共有できる
Typetalkの利用が急増し，業務を一括管理できる Backlog

の導入も，大手企業や官公庁で相次いだ。ヌーラボはこ
うした動きに対応し，2020 年 3 月に，VC の NOW や
XTech Venturesなどが運営する 3つのファンドを引受先
とした第三者割当増資により約 5億円を調達し，大企業
の情報システム部門等の管理者が大勢の利用者の IDを
一元管理できる「Nulab Pass」を同年 8月に発売した。
ただし，こうした企業成長を支えていたのもやはり自
発的なコラボレーションであり，2017年には，自然発生
的に繋がって活動していた Backlogのユーザーからの要
請で，「Backlog User Group（JBUG）」というコミュニティ

活動が開始された。ヌーラボもスポンサーとして，正式
にイベントを支援している。こうした活動を通じて，ヌー
ラボのプロダクトの利用も，IT業界を超えて，事務作業
やイベント運営のスケジュール管理などを含む，幅広い
シーンに拡大し，さらなるユーザー数の増加に寄与した。
ヌーラボは，2023年 4月から FGNの最上位スポンサー
にも就任した。「橋本氏に憧れて起業した」というスター
トアップが出てくるほどに，橋本氏とヌーラボの成功は，
福岡発スタートアップの実質的ロールモデルになった。
そうした中で同社は，2004年の創業から 18年，「スター
トアップ都市・ふくおか」宣言から 10年を経た 2023年
6月 28日に，東証グロースに上場した。橋本氏は「コ
ミュニティの中で上場する企業が出たことはそれなりに
意味のあることだろう。経験や体験を共有することで，
次の人たちが効率よく準備できるようになれば」と語っ
ている。

IV．事例分析からの発見

本研究では，橋本氏がヌーラボを創業する以前から
IPOを達成した現在までを分析対象とし，当初起業家自
身にとって明確でなかった，少なくとも 3つの新たな目
的の形成を確認した（表 1）。このプロセスを通して，い
くつかの一貫した特徴がみられた。
第一に，ヌーラボの創業，自社プロダクトによる事業
成長，福岡発スタートアップとしての IPOという 3つの
目的それぞれは，橋本氏が当初から意図していたわけで

事例分析における 3 つのフェーズ

分析対象期間 形成された目的 主要なパートナー

第Ⅰ期
2001-2004年

OSSコミュニティ活動の仲間と
「楽しく働く」ためのヌーラボ創業

OSSコミュニティ（Mobsterなど） 
共同創業者（縣氏・田端氏）
人材派遣会社時代のクライアント企業

第Ⅱ期
2005-2014年

コラボレーションを促進する 
プロダクトによる事業成長

共同創業者・ヌーラボの社員
ユーザー（プロジェクトマネージャー，プロ
グラマ，デザイナー，多様な参加者）

第Ⅲ期
2011-2022年

福岡スタートアップコミュニティの 
ロールモデルとしての IPO

明星和楽の仲間
孫泰蔵氏・スタートアップ支援者
高島宗一郎氏・行政，ユーザーコミュニティ
大企業・ベンチャーキャピタル

表 1　　
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はなく，その時期にコラポレーションを行うパートナー
との関係性に基づいて，新たに見出され，実現されたこ
とである。例えば，橋本氏はヌーラボの創業以前から独
立起業を模索していたものの，2名の共同創業者や独立
後も仕事を発注してくれるクライアントの存在があった
からこそ，勤め先で働き続けることや，フリーランスと
しての独立ではなく，ヌーラボという会社の設立に至っ
たと考えられる。
第二に，プロセスが進むたびに，パートナーの種類と
規模が拡大し，それにより橋本氏やヌーラボが可能な行
動もより大きくなっていることである。当初エンジニア
が働きやすい会社を目指し設立されたヌーラボだが，結
果として自社プロダクトの Backlogが開発されると，そ
のコンセプトに共感したユーザーもパートナーに加わり，
社員だけでなくユーザーとのコラボレーションを通じて，
逐次新たな機能・プロダクトの開発が行われた。その中
で Cacooが生み出され，多くの海外ユーザーを獲得した
ことがヌーラボの海外展開に繋がった。あるパートナー
とのコラボレーションの成果は，さらなるパートナーと
の出会いや関係に繋がり，その結果，さらに実現可能な
別の目的が形成される，というパターンが繰り返し観察
できる。
第三に，これら 3つの目的形成のプロセスを通して，

顧客（クライアントおよびユーザー）は重要なパートナー
であり続けてきたが，フェーズ毎に誰が中心的な顧客で，
彼らが購買以外のどのような役割を果たすのかは，異なっ
ていることである。第 I期には，橋本氏のエンジニアと
してのスキルを評価したクライアント企業が継続的な開
発委託を行い，第 II期には，ヌーラボの自社プロダクト
に対して，ITコミュニティを中心とする初期ユーザーが
製品改良・開発のためのフィードバックを提供し，第 III

期には，幅広いユーザーから構成されるコミュニティが，
プロダクトの使用シーン拡大に貢献した。つまり，新た
な顧客と彼らのエンゲージメントの両方が，その都度生
み出され続けてきたのである。逆に，もし既存顧客との
間に構築された関係維持のみが目指されていたならば，
ヌーラボは現在も受託開発中心のビジネス，あるいはエ
ンジニアに特化したプロダクトのみを提供する企業に
なっていた可能性も考えられる。

第四に，橋本氏は 3つの分析フェーズ毎に異なるパー
トナーと，OSSコミュニティ，ヌーラボ，福岡のスター
トアップコミュニティという，3つの独立したコミュニ
ティを立ち上げたが，それらは互いに連動して機能して
いることである。OSSコミュニティはヌーラボの創業・
成長を支えるだけでなく，福岡スタートアップコミュニ
ティの基礎となるムーブメントを生み出した。ヌーラボ
は，OSSコミュニティの仲間を想定ユーザーとするコラ
ボレーションツールを開発し，福岡スタートアップコミュ
ニティを牽引した。福岡スタートアップコミュニティは，
OSSコミュニティに新たな方向性を与え，ヌーラボの成
長を加速した。こうした相乗効果は，異なるコミュニティ
のいずれにも橋本氏がいたからこそ可能であったと考え
られる。
さらに，パートナーの関係性を拡張し，コラボレーショ

ンを通じて新たな目的を共創し，異なるコミュニティ間
の相乗効果が生み出された背景には，プログラミング，
音楽，演劇でも共通する，コミュニティやコラボレーショ
ンに関する橋本氏の価値観が強く影響していたことも理
解できる。橋本氏は，その著書の中で『ビジョナリー・
カンパニー 2—飛躍の法則』（ジム・コリンズ著，日経
BP）の「『何をすべきか』ではなく『誰を選ぶか』から
はじめれば，環境の変化に適応しやすくなる」という言
葉を引用し，コミュニティでは，あえて最初はビジョン
や目標を掲げないことが重要で，そうすれば特定分野の
スキルや情報に詳しい「偏愛家」が集まり，次に，みん
なの偏愛を集めると「何ができるのか」「何をすべきか」
を決めて，目標をつくって進むことを好むと述べる。そ
の理由は，多様で一匹狼的な仲間を集めたチームであれ
ば，これまでと全く異なる予想外のアイデアが生まれる
ためだという。橋本氏が創ったコミュニティのいずれに
も，こうした価値観が徹底されており，どのような成果
に至るかは分からなくとも，活動自体に意味を見出して
楽しみ，仲間に貢献することに喜びを感じる，多様なパー
トナーのコラボレーションを通じて，思わぬ目的が生み
出されると言える。
こうした経緯を踏まえると，ヌーラボは 2022年に上

場を果たしたものの，上場企業として期待される更なる
成長と企業価値を追求するだけではなく，今後新たに形
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成されるパートナーとのコラボレーションを通じて，ヌー
ラボあるいは橋本氏自身が，より大きい新たな目的を形
成する可能性も十分に考えられる。

V．ディスカッション

ヌーラボの事例研究を通じて，いくつかの理論的示唆
も整理できる。先行研究では，起業家自身やそのチーム
といった主体があらかじめ明確な目的を持っていること
が，起業家としての行動や成果につながることが指摘さ
れてきた。一般に，起業や成長，IPOといった成果は，
明確な意図と目的への動機づけによって達成されると考
えられがちだが，ヌーラボの事例では，目的ありきで着
手されなかったからこそ，橋本氏自身の想定を超えた起
業家的成果につながったと言える。逆に，目的を始めか
ら固定し，それを達成する最適な手段を求める発想では，
ヌーラボの創業や成長にとって重要な要因であった，新
たな顧客との関係構築や多様性を持つ自発的なパート
ナーとのコラボレーションが阻害され，新たに創発した
目的や機会も見落としてしまう恐れがある。事前に想定
した目的が達成されたかどうかだけでなく，新たな目的
がプロセスの中でどのように創発し，起業家にとっての
成果につながるのか，を検討することは，スタートアッ
プのみならず，新たな市場機会の創造に関する研究でも，
重要な課題になると考える。
また，ヌーラボが創業し最終的に IPOに至ったプロセ
スでは，一つのコミュニティを構成する橋本氏とパート
ナーとの協働だけでなく，異なるコミュニティ間の相互
作用が重要な役割を果たしたことが確認された。橋本氏
を理解する上で，スタートアップの創業経営者という一
面のみに光を当てて分析するならば，OSSコミュニティ
や福岡のスタートアップエコシステムへの関わりは橋本
氏個人のプライベートな社会活動として捨象される可能
性もある。しかし，複数のコミュニティに関与している
主体の多面性を踏まえた分析を行うからこそ，多くの発
見が可能になることは，経営の実践を理解する上で重要
な視点であると考える。また，橋本氏とパートナーによ
るコミュニティの形成のように，主体と環境との相互作

用を通じて形成される実践や，さらには複数のコミュニ
ティ間の影響関係のように，異なる実践間の相互作用を
分析するには，現実を捨象せず，複雑な因果メカニズム
を明らかにすることのできる事例研究の適合性は高いと
言える。
一方で，新たな事業機会を生み出す起業家自身も，自
らの行動を通じて生み出される複雑な相互作用をあらか
じめ予測して最適なアプローチを採用したり，意図的に
デザインして望ましい結果を出したりすることは不可能
である。ただし，橋本氏の実践からは，コラボレーショ
ンを通じて新たなアイデアや目的の創発を促し，自発的
な参加者と共にそれを実現していくマネジメントの手が
かりを得ることができる。
また，もう一つの実践的示唆として，本研究では，地
方におけるスタートアップエコシステムの新たな可能性
も確認できた。これまで，スタートアップの成果には，
立地が大きな影響を与えることが指摘されてきた。物流
コストがほぼかからない 1990年代の IT産業でも，東京
23区への立地がスタートアップの成長率に寄与すること
が明らかにされ（Honjo, 2004），インターネット普及後
の 2007年の調査結果でも，全国の IT企業の 43.8％が東
京都に立地し，福岡県の企業は 3.2％に過ぎないことが
示された（Nakazawa & Minetaki, 2009）。スタートアップ
が東京に集積する主な理由には，人材や顧客，出資者と
いった資源へのアクセスの容易さが挙げらる。そうした
資源を求めて，地方で起業したスタートアップであって
も，さらなる成長加速のために本社を東京に移転するケー
スも見られる。しかし，橋本氏による働きかけを通じて
形成された福岡のスタートアップエコシステムが，結果
的にヌーラボが IPOに至る強い追い風となったように，
地域の行政や大企業に所属する人々をも含む形で，多様
で自発的なパートナーとの関係が構築され，コラボレー
ションを通じて環境自体をより良く作り変えていくこと
ができるのであれば，地方での企業も決して不利になら
ない可能性がある。
演劇や音楽，OSSコミュニティから，ヌーラボという
企業，福岡のスタートアップエコシステムへと，コラボ
レーションの範囲を拡張してきた橋本氏の実践は，今後
もさらに新たな自発的パートナーとの関係を構築しなが
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ら拡がりうると考えられる。本研究では，そうしたプロ
セスの中から繰り返し新たな目的が形成されることを確
認したが，起業，成長，IPOという目的形成プロセスに
おいて，特にどのようなタイプのパートナーが，どのよ
うな役割を果たしたのかは，フェーズ毎の違いも見られ
る。分析では，3つの時期のそれぞれで，新たな顧客と
彼らのエンゲージメントの両方が，その都度生み出され
続けてきたことも確認された。マーケティング研究では，
とりわけ「サービス・ドミナント・ロジック（S-D logic）」
（Vargo & Lusch, 2004）の提唱以来，価値が，常に受益者
を含む様々なアクターによる資源統合を通じて共創され
るものであることが強調されてきた（Vargo & Lusch,

2008）。ヌーラボの事例では，こうした事実に加えて，
顧客関係の強化，新製品・サービスの事業化，市場拡大
のそれぞれのフェーズでは，異なるスキルと知識（オペ
ラント・リソース）の交換が求められることも示唆され
た。こうした問題をさらに理解していくためには，今後
の研究において，複数の企業間のケース間分析を通じて
フェーズ毎の特徴を横断的に検討することも，意義があ
ると考えている。
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注
1） 以降の事例記述のうち，特に注記のないものは，橋本正徳
氏へのインタビュー（2021年 8月 3日オンラインと 2023
年 3月 22日にヌーラボ本社にて実施），Hashimoto（2021）
の内容，日本経済新聞の記事 12本，ウェブメディアのイン
タビュー記事 9本，ヌーラボのブログ記事 5本，プレスリ
リースを含むヌーラボホームページの内容 4本，明星和楽
の実施報告書等の公刊資料から引用を元に内容を構成した。
引用元の資料リストは，紙幅の制約により記載しないが，
著者への問い合わせを通じて取得可能である。

2） ITmediaが運営するエンジニア向け専門サイト「@IT（アッ
トマーク・アイティ）」での連載など。

3） 橋本正徳・吉原日出彦（2004）『Javaプログラマのための
もっとプログラミングが好きになる本』秀和システム，橋

本正徳・縣俊貴（2003）『Javaセンスアッププログラミング
（Front programmer series）』秀和システム。

4） Fukuoka Facts（2022）。
5） 明星和楽はその後も，2013年にはロンドン，2014年には台
北でも開催され 5,000名を集客した。
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